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■保険料の算出

　　□介護保険総事業費

　　□算定方法

取扱注意

介護保険料の基準額の算出は，まず，今後3年間の標準給付費，地域支援事業費見込み額の合計に，第1号被保険者

の負担割合（23％）を乗じて，第1号被保険者の負担分相当額を求める。次に，本来の交付割合による調整交付金相当

額※1と実際に交付が見込まれる調整交付金見込額の差額，基金の取り崩し額を差し引く。この保険料収納必要額を予

定保険料収納率と所得段階別加入割合補正後被保険者数※2，月数で割ったものが第1号被保険者の基準額（月額）と

なる。

※1……調整交付金相当額は，標準給付費と地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業費）に交付金割合の5％を

乗じて算出。

※2……所得段階別加入割合補正後被保険者数は，第1号被保険者の介護保険料の所得段階における人数に段階別の基

準額の割合をかけ合わせた人数。

第9期保険料（案）

❶

17,240,684,811円

☑介護保険総事業費　｟2024（令和6）年～2026（令和8）年｠

（A）標準給付費　＋　（B）地域支援事業費合計見込み額　＝　❶ 介護保険総事業費

❷

3,965,357,507円

☑第1号被保険者負担分相当額　｟2024（令和6）年～2026（令和8）年｠

❶介護保険総事業費　×　第1号被保険者負担割合（23％）　＝　 ❷第1号被保険者負担分相当額

❹

3,786,945,073円❸保険料収納必要額　÷　予定保険料収納率（98.5％）　＝　❹（補正後）保険料収納必要額

☑（補正後）保険料収納必要額

6,083円❺一人あたり保険料収納必要額　 ÷ 　12月　＝　第9期保険料（基準月額）

☑保険料

月　　額 6,083円

標準年額 72,900円

❺

72,999円
　❹（補正後）保険料収納必要額 　÷　 所得段階別加入割合（補正後）被保険者数※2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　 ❺一人あたり保険料収納必要額

☑一人あたり保険料収納必要額

3,965,357,507円

850,341,390円

1,032,881,000円

0円

0円

52,677,000円

0円

3,730,140,897円

☑保険料収納必要額

❷第1号被保険者負担分相当額

　　　＋）　調整交付金相当額

　　　－）　調整交付金見込み額

　　　－）　準備基金取り崩し予定額

　　　－）　財政安定化基金取り崩し予定額

　　　＋）　市町村特別給付費

❸保険料収納必要額

　　　－）　保険者機能強化推進交付金

2024年

（令和6年度）

2025年

（令和7年度）

2026年

（令和8年度）
計

5,453,650,836円 5,431,649,925円 5,461,625,050円 16,346,925,811円

5,202,149,000円 5,180,591,000円 5,211,551,000円 15,594,291,000円

110,500,000円 111,388,314円 109,900,487円 331,788,801円

111,895,968円 110,796,793円 111,142,248円 333,835,009円

22,717,468円 22,536,298円 22,659,235円 67,913,001円

6,388,400円 6,337,520円 6,372,080円 19,098,000円

292,724,000円 298,159,000円 302,876,000円 893,759,000円

⑥介護予防・日常生活支援総合事業費 213,618,000円 220,204,000円 226,080,000円 659,902,000円

68,770,000円 67,770,000円 66,762,000円 203,302,000円

10,336,000円 10,185,000円 10,034,000円 30,555,000円

5,746,374,836円 5,729,808,925円 5,764,501,050円 17,240,684,811円

介　護　給　付

（A)標準給付費

①総給付費

②特定入所者介護サービス費等給付額

③高額介護サービス費等給付額

④高額医療合算介護サービス費等給付額

⑤算定対象審査支払手数料

（B）地域支援事業費

⑧包括的支援事業（社会保障充実分）

合　　　計

⑦包括的支援事業（地域包括支援センターの
　 運営）および任意事業費


